
太政官政表課編纂。「日本政表」、
「統計年鑑」の前身にあたるもの国勢調査の試験調査として杉亨

二が甲斐国（山梨県）で行った
日本最初の人口センサスの報告書

戸籍簿による人口静態推計の結果
で、明治 31年から大正７年まで
５年ごとに計算、刊行された

内閣から逓信省に作成依頼した
国勢調査集計用電気機械が完成5年間（明治 32～36 年）にわ

たる内閣統計局の死亡材料に
よって算出した「我国民の死亡
表」で、その後刊行された「生
命表」の前身となったもの

大正 11 年に購入された精工舎
製の 25 欄手動穿孔機

第１回国勢調査告知はがき第１回国勢調査の集計に
用いられた穿孔カード 「統計年鑑」は、明治 15 年以来

毎年刊行され、昭和 16 年まで
第 59 回に及んだが戦争のため
中断

川口式電気集計機に使用する
カードを穿孔する手動穿孔機

明治５年に第１巻を「辛未政表」
と題し、明治 6年に第２巻を「壬
申政表」と題して刊行。以後は、
単に「日本政表」として明治
12 年まで毎年継続して刊行

明治５年の分は、同年全国一斉
に行われた「戸口調査」の結果
で、明治期に入ってからの人口
統計の最古のもの

パワース式手動穿孔機
大正 14 年 10 月１日施行の失業
統計調査の結果報告。全国的規
模の失業状態調査としてはこの

第 1回国勢調査の結果報告で、
「全国の部」３巻、「府県の部」
47 分冊、その他の付属篇より
成る

ロンドンで出版された統計書を
統計院で翻訳したもの

大正 13 年 10 月 10 日施行の、
労働統計実地調査の結果報告
で、鉱山及び工場の２部３巻に
分かれている

「辛未政表」刊行「統計年鑑」刊行「万国対照年鑑」を翻訳刊行亀の子型穿孔機川口式電気集計機 「日本帝国人口統計」（後の
「日本帝国人口静態統計」）
刊行

「甲斐国現在人別調」
（結果報告書）刊行

「日本全国戸籍表」刊行「労働統計実地調査報告」刊行

料
資

「日本人ノ生命ニ関スル研究
一名日本国民新死亡表」刊行

「国勢調査報告」刊行
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「統計ノ進歩改善ニ関スル件」
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